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事業や国際競争力強化に向けた港湾インフラ整備事業など
の受注及び施工に注力してまいりました。
　国内建築事業におきましては、堅調な設備投資を背景に
工場、物流センター、医療福祉施設などの受注及び施工に
注力してまいりました。
　海外建設事業におきましては、ケニアのコンテナターミ
ナル整備事業、フィリピンの河川改修事業などの大型工事
が順調に推移したほか、新たにベトナム及びミャンマーで
大規模港湾工事を受注いたしました。
　これらの結果、不動産事業等も合わせ、連結売上高1,562
億円、営業利益84億円、経常利益75億円、親会社株主に帰
属する当期純利益＊は45億円となり4期連続の増収増益を達
成することができました。
　また、期末配当につきましては、当期の業績及び今後の
事業展開を総合的に勘案し、当初予想から3円を増配し1株
当たり12円とさせていただきました。

　役職員一同、経営理念である「顧客と社会公共への奉仕」
を実践し、建設を営む企業として社会的要請に適った建設
技術の研鑽に努めるとともに、より良質な社会資本の整備
に貢献してまいる所存です。

平成28年6月

＊‌�「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年9月13日）等の適用
により、当連結会計年度より、「当期純利益」の科目表示を「親会社株主に帰属する当
期純利益」に変更しております。

　当連結会計年度における我が国経済は、企業収益や雇用
情勢は概ね好調に推移し、全体としては緩やかな回復を維
持したものの、個人消費の伸び悩みや中国経済の減速に伴
い、次第に停滞感が拡がってまいりました。
　建設産業におきましては、震災復興事業は継続している
ものの、総じて公共投資は抑制傾向で推移いたしました。
一方、民間設備投資は堅調な企業業績を背景に緩やかな増
加が継続いたしました。
　このような状況のなか、当社グループは平成28年度を最
終年度とする中期経営計画の基本方針・基本戦略を継続し、
各事業において重点施策の更なる推進を図ってまいりました。
　当社グループの国内土木事業におきましては、震災復興
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　ケニア・モンバサ港コンテナターミナル建設工事は、2012（平
成24）年3月の着工以来、約4年の歳月をかけて遂に完成し、2月
29日に引渡しを行いました。
　当社初のアフリカ大陸での工事であり、未知ゆえに数々の困難
にも直面しましたが、ケニアの人々に溶接技術や重機の運転など
を指導するなど、技術移転を行いながら工期内に無事完成させた
ことで、高い評価を受け、同国における当社のプレゼンスが大い
に高まりました。アフリカ大陸にしっかりと足掛かりを築いた当
社は、今後も同地域に注目してまいります。

TOYOトピックス

　 自 航 式 多 目 的 船
「AUGUST EXPLORER」
の建造がいよいよ終盤を
迎えています。3月7日
にサノヤス造船㈱水島
製造所のドックから進
水し、瀬戸内海を渡り 
㈱SKK（旧四国建機）に
回航。クレーンの搭載を
行い、再び水島に戻った

「AUGUST EXPLORER」
は、各種試験を行い8月
31日に引渡しを受ける
予定です。引渡し後約
半年の習熟訓練を経て、
本格的に稼働となりま
す。今後の「AUGUST 
EXPLORER」の活躍にご
期待ください。

3月。ついに進水

洋上風力発電所建設時のイメージ

4月。クレーンを搭載するとほぼ完成形に

鍵引渡式

完成したコンテナターミナルの全景

ケニア・モンバサ港コンテナターミナル建設工事が完成 AUGUST EXPLORERの建造がいよいよ終盤に
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TOYOトピックス

　国内建築事業は、注力分野である工場、倉庫、医療福祉、住宅等の受注に向けた取り組みを強化してまいりました。その結果、国内建築事
業の受注高は520億円と前年度比25.7％増という高い伸びとなりました。また、2020年東京オリンピック・パラリンピックでのボート競技
場となる「海の森水上競技場整備工事」を共同企業体で受注し、当社はグランドスタンドや艇庫棟などの建築工事を担当することになりまし
た。当社の高い技術力を世界に発信するまたとない機会であると考えていますので、皆様のご期待に沿えるよう全力で取り組んでまいります。

国内建築で大型工事を受注

●海の森水上競技場

完成予想図

●宇部興産中央病院新棟

完成予想図

●センコー株式会社小牧第3PDセンター

完成予想図

●ライオンズ守山ディアライズ

完成予想図
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　国内土木事業では、震災復興関連事業のほか国際コンテナ戦略
港湾の整備など、マリコンとして多くのプロジェクトに携わって
おり、当社の優れた技術力を遺憾なく発揮しています。

　2015（平成27）年9月にミャンマー港湾公社から「ティラワ港 
コンテナターミナル建設工事」をJFEエンジニアリング㈱との共同企
業体で受注しました。本工事は、大型船舶が入出港でき、大規模物
流の取り扱いを可能とする最新機能を備えたコンテナターミナルを建
設するもので、当社にとりましてミャンマーで2件目の工事となります。

●ミャンマー・ティラワ港コンテナターミナル建設工事

完成予想図

　2015（平成27）年11月にベトナム交通運輸省から「ラック
フェン港航路浚渫工事（パッケージ8）」を受注しました。本工事
は、ハイフォン市東部のラックフェン地区に大型コンテナ船が入
港可能となる国際大水深港を新たに建設するとともに、周辺基礎
インフラの整備を行うことによって、増大する貨物需要や海運市
場における船舶の大型化への対応を図るもので、当社にとりまし
てベトナムにおける過去最大規模の工事となります。

●ベトナム・ラックフェン港航路浚渫工事

浚渫工事がいよいよ始まりました

●相馬港（福島県）

本港地区Ⅲ工区の最終ケーソンの据付けが無事完了しました

●大阪港

C-12コンテナヤードに大型起重機船でジャケットを据付けました

国内土木事業の取り組み 海外でODA大型工事を受注
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平成28年3月期の連結業績概況

第94期
平成25年度

第95期
平成26年度

144,838 148,468

3,362

4,607

1,997

3,346

4,026

5,921

第96期
平成27年度

156,235

7,501

4,520

8,464

第94期
平成25年度

第95期
平成26年度

第96期
平成27年度

第94期
平成25年度

第95期
平成26年度

第96期
平成27年度

第94期
平成25年度

第95期
平成26年度

第96期
平成27年度

9.0％ 9.7％

11.8％

売上高（単位：百万円）

経常利益（単位：百万円）

営業利益（単位：百万円）

親会社株主に帰属する当期純利益（単位：百万円）

ROE

セグメント別連結受注高（単位：百万円） セグメント別連結売上高（単位：百万円）

5.2%
増

62.8%
増

42.9%
増

35.1%
増

国内建築
53,770
（27.5％）

海外建設
36,933
（18.9％）

不動産
547
（0.3％）

その他
179
（0.1％）

国内建築
39,616
（25.4％）

海外建設
24,509
（15.7％）

その他
179
（0.1％）

国内土木
91,382
（58.5％）

国内土木
104,160
（53.3％）

不動産
547
（0.4％）

※ROE計算式
親会社株主に帰属する当期純利益/期末自己資本額

（期末純資産額－非支配株主持分）
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　今後の我が国経済におきましては、金融政策の変更や円高
の進行に加え新興国経済の成長鈍化により、不透明な状況が
増していくものと予想されます。
　建設産業におきましては、国民の安全と安心の確保のため
の防災・減災対策や、インフラ老朽化対策及び国際競争力を
高め経済成長を支えるための交通インフラ整備などが重点的
に行われる見込みです。
　また、民間設備投資におきましては、業種間で企業収益に
偏りがみられるものの、概ね前年度からの回復基調が継続す
ることが見込まれております。
　一方、建設現場では、熟練技能労働者の高齢化が進んでおり、
新規入職者の確保による世代交代と生産性の向上が建設業界
全体で取り組むべき課題となっております。
　このような状況のなか、当社グループは経営基盤の強化と
新たなステージへの挑戦によって、更なる企業価値の向上を
目指すことを基本方針とした、3ヶ年の中期経営計画を策定し
ており、中期経営計画最終年度である平成28年度におきまし
ては、
　①土木・建築・海外での安定した収益確保
　②グループ連携強化による相乗効果の創出
　③中長期的視点での経営基盤の強化
　④リスクマネジメント力の更なる向上
　⑤民間営業力強化と海外収益安定確保に向けた体制構築
　以上5つの基本戦略を推進し、連結営業利益80億円以上の
達成を目指してまいります。
　加えて平成28年8月には、現在建造中の自航式多目的船

「AUGUST EXPLORER」が完成予定であり、コア事業である
海上土木事業の更なる領域拡大を図ってまいります。

第97期（平成29年3月期）の連結業績予想
 （連結売上高）1,730億円を見込んでおります。
 （連 結 利 益）‌�連結営業利益80億円、連結経常利益74億円、

親会社株主に帰属する当期純利益46億円を見
込んでおります。

 （配　　　当）1株当たり12円を見込んでおります。

当期の主な受注・完成工事
受注工事

完成工事

今後の経営施策

発 注 者 工 事 名 工事場所

土
　
　
木

ケ ニ ア 港 湾 公 社 パ ッ ケ ー ジ 1 モ ン バ サ 港
コ ン テ ナ タ ー ミ ナ ル 建 設 工 事

ケ ニ ア
共 和 国

国 土 交 通 省 神 戸 港 六 甲 ア イ ラ ン ド 地 区
航路・泊地（－16m）浚渫工事（二工区）

兵 庫 県
神 戸 市

国 土 交 通 省 志布志港（若浜地区）防波堤（沖）築造工事 鹿児島県
志布志市

宮 城 県 女川湾口防波堤災害復旧（その5）工事 宮 城 県
牡鹿郡女川町

大 阪 港 埠 頭 株 式 会 社 南港フェリー埠頭第一桟橋補強工事 大 阪 府
大 阪 市

建
　
　
築

岡 山 市 岡 山 市 （ 新 ） 北 消 防 署 新 築 工 事 岡 山 県
岡 山 市

社会医療法人松平病院 社 会 医 療 法 人 松 平 病 院 改 築 工 事 青 森 県
八 戸 市

株 式 会 社 武 蔵 野 （ 仮 称 ） 株 式 会 社 武 蔵 野
新 宿 三 丁 目 ビ ル 新 築 工 事

東 京 都
新 宿 区

社 会 福 祉 法 人 紫 水 会 障害者支援施設　オーネスト希望新築工事 愛 知 県
名古屋市

株式会社武蔵野フーズ （ 仮 称 ） 株 式 会 社 武 蔵 野 フ ー ズ
カ ム ス 神 戸 工 場 新 築 工 事

兵 庫 県
神 戸 市

発 注 者 工 事 名 工事場所

土
　
　
木

ミ ャ ン マ ー 港 湾 公 社 テ ィ ラ ワ 地 区 イ ン フ ラ 開 発 事 業
ヤンゴン港拡張工事（フェーズ1）

ミャンマー
連邦共和国

国 土 交 通 省 茨城港常陸那珂港区中央ふ頭地区
廃棄物埋立護岸築造工事（その2）

茨 城 県
ひたちなか市

国 土 交 通 省 大 阪 港 北 港 南 地 区 岸 壁
（－16m）（C12延伸）築造工事

大 阪 府
大 阪 市

東 京 都 平成27年度新海面処分場Dブロック東側
護 岸 地 盤 改 良 工 事 （ そ の 2 ）

東 京 都
江 東 区

中 部 電 力 株 式 会 社 畑薙第一（発）ダム放水管前面浚渫工事 静 岡 県
静 岡 市

建
　
　
築

東 京 都 平成27年度海の森水上競技場整備工事 東 京 都
江 東 区

ビー・ブラウンエースクラップ
株 式 会 社

ビー・ブラウンエースクラップ株式会社
栃 木 工 場 新 築 工 事

栃 木 県
栃 木 市

合同会社ロジスクエア久喜 ロ ジ ス ク エ ア 久 喜 新 築 工 事 埼 玉 県
久 喜 市

株 式 会 社 O M こ う べ （仮称）「京コンピュータ前」駅前
パ イ ロ ッ ト ビ ル 新 築 工 事

兵 庫 県
神 戸 市

医 療 法 人 社 団
宇 部 興 産 中 央 病 院 宇 部 興 産 中 央 病 院 新 棟 建 設 工 事 山 口 県

宇 部 市
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主な完成工事（土木）

モンバサ港コンテナターミナル建設工事

女川湾口防波堤災害復旧（その5）工事

南港フェリー埠頭第一桟橋補強工事

志布志港（若浜地区）防波堤（沖）築造工事神戸港六甲アイランド地区航路・泊地（－16m）浚渫工事（二工区）
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主な完成工事（建築）

社会医療法人松平病院改築工事

（仮称）株式会社武蔵野新宿三丁目ビル新築工事

（仮称）株式会社武蔵野フーズカムス神戸工場新築工事

障害者支援施設　オーネスト希望新築工事岡山市（新）北消防署新築工事
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連結貸借対照表（平成28年3月31日現在） 連結損益計算書
科　目 金　額 科　目 金　額

（資産の部） （負債の部）
流動資産

現金預金
受取手形・完成工事未収入金等
未成工事支出金
販売用不動産
繰延税金資産
その他
　貸倒引当金

固定資産
有形固定資産
建物・構築物
機械、運搬具及び工具器具備品
土地
建設仮勘定
　減価償却累計額

無形固定資産
投資その他の資産
投資有価証券
退職給付に係る資産
繰延税金資産
その他
　貸倒引当金

92,937
19,222
53,206
6,153

74
654

13,664
△ 37

38,376
32,534
13,469
20,736
22,695
2,032

△ 26,399
191

5,650
2,761

18
1,951
2,278

△ 1,359

流動負債 76,840
支払手形・工事未払金等 39,954
短期借入金 14,305
未成工事受入金 10,261
未払法人税等 1,611
完成工事補償引当金 147
工事損失引当金 292
賞与引当金 902
その他 9,365

固定負債 15,404
長期借入金 6,873
繰延税金負債 39
土地再評価に係る繰延税金負債 2,271
役員退職慰労引当金 32
退職給付に係る負債 5,688
その他 498

負債合計 92,245
（純資産の部）

株主資本 36,217
資本金 14,049
資本剰余金 6,004
利益剰余金 16,177
自己株式 △ 14

その他の包括利益累計額 2,068
その他有価証券評価差額金 455
繰延ヘッジ損益 △ 4
土地再評価差額金 2,797
為替換算調整勘定 0
退職給付に係る調整累計額 △ 1,180

非支配株主持分 782
純資産合計 39,069

資産合計 131,314 負債純資産合計 131,314

科　目 金　額
売上高

完成工事高 155,508
兼業事業売上高 727 156,235

売上原価
完成工事原価 140,129
兼業事業売上原価 270 140,399

売上総利益
完成工事総利益 15,379
兼業事業総利益 456 15,835

販売費及び一般管理費 7,371
営業利益 8,464

営業外収益
受取利息 40
受取配当金 27
貸倒引当金戻入額 20
その他 20 108

営業外費用
支払利息 358
為替差損 350
コミットメント費用 107
その他 254 1,070
経常利益 7,501

特別利益
固定資産売却益 62
保険解約返戻金 17
その他 1 81

特別損失
減損損失 124
固定資産除却損 20
その他 18 164
税金等調整前当期純利益 7,419
法人税、住民税及び事業税 2,454
法人税等調整額 289 2,743
当期純利益 4,675
非支配株主に帰属する当期純利益 154
親会社株主に帰属する当期純利益 4,520

（ ）平成27年4月  1日から
平成28年3月31日まで

連結財務諸表

（単位：百万円） （単位：百万円）

連結株主資本等変動計算書（要旨）　（平成27年4月1日から平成28年3月31日まで） （単位：百万円）

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。 （注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。

株主資本 その他の包括
利益累計額 非支配株主持分 純資産合計資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成27年4月1日残高 14,049 5,856 12,421 △ 14 32,313 2,153 884 35,351
連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △ 848 △ 848 △ 848
親会社株主に帰属する当期純利益 4,520 4,520 4,520
土地再評価差額金取崩額 84 84 84
自己株式の取得 △ 0 △ 0 △ 0
株主資本以外の項目の連結会計年度中の変動額（純額） 148 148 △ 84 △ 102 △ 38

連結会計年度中の変動額合計 148 3,755 △ 0 3,904 △ 84 △ 102 3,717
平成28年3月31日残高 14,049 6,004 16,177 △ 14 36,217 2,068 782 39,069
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役　員（平成28年6月29日現在）株式の概要（平成28年3月31日現在）

大株主の状況

取締役
代 表 取 締 役 会 長 毛 利 茂 樹
代 表 取 締 役 社 長 執 行 役 員 社 長 武 澤 恭 司
代 表 取 締 役 執 行 役 員 副 社 長 濱 邉 修 一
取 締 役 執 行 役 員 副 社 長 川 述 正 和
取 締 役 専 務 執 行 役 員 森 山 越 郎
取 締 役 専 務 執 行 役 員 平 田 浩 美
取 締 役 常 務 執 行 役 員 河 瀬 伸 幸
取 締 役 執 行 役 員 郡 司 島 　 　 　 尚
取 締 役 川 　 﨑 　 登 志 嗣
取 締 役 福 田 善 夫
※川﨑登志嗣、福田善夫は社外取締役です。

監査役
常 勤 監 査 役 赤 﨑 兼 仁
常 勤 監 査 役 丁 子 谷 　 　 　 淳
常 勤 監 査 役 酒 井 雅 士
監 査 役 牧 瀬 充 典
※丁子谷淳、酒井雅士、牧瀬充典は社外監査役です。

執行役員
常 務 執 行 役 員 木 和 田 　 雅 　 也
常 務 執 行 役 員 馬 渕 敏 彦
常 務 執 行 役 員 池 　 田 　 健 太 郎
常 務 執 行 役 員 杉 本 俊 介
常 務 執 行 役 員 関 口 伸 吾
常 務 執 行 役 員 髙 橋 武 一
常 務 執 行 役 員 工 藤 明 賢
常 務 執 行 役 員 藪 下 貴 弘
執 行 役 員 岸 川 剛 史
執 行 役 員 橋 本 　 勝
執 行 役 員 近 石 光 正
執 行 役 員 大 柳 聖 一
執 行 役 員 井 上 　 修
執 行 役 員 春 　 口 　 喜 与 彦
執 行 役 員 田 中 啓 之
執 行 役 員 藤 原 隆 一
執 行 役 員 井 上 卓 郎
執 行 役 員 浜 﨑 恭 年
執 行 役 員 大 林 東 壽
執 行 役 員 吉 塚 　 宏

株式の状況
　発行済株式の総数	 94,371,183株
	 （自己株式41,518株を含む）
　株主数	 20,618名

株　主　名 持株数（千株） 持株比率（％）

前田建設工業株式会社 19,047 20.19

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 16,077 17.04

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 4,086 4.33

東洋建設共栄会 2,116 2.24

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口９） 1,945 2.06

BNP PARIBAS SECURITIES SERVICES LUXEMBOURG/
JASDEC/FIM/LUXEMBOURG FUNDS/UCITS ASSETS 1,900 2.01

株式会社三菱東京UFJ銀行 1,300 1.37

野村信託銀行株式会社（投信口） 1,262 1.33

HSBC-FUND SERVICES, HBAP CLTS UCITS A/C-IRELAND 1,136 1.20

第一生命保険株式会社特別勘定年金口 1,068 1.13
（注）持株比率は自己株式（41,518株）を控除して計算しています。
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株主メモ

h t t p : / /www . t o y o - c o n s t . c o . j p /

会社の概要（平成28年3月31日現在）

事 業 年 度
期末配当金受領株主
確 定 日
定 時 株 主 総 会
株 主 名 簿 管 理 人
特別口座の口座管理機関
同 連 絡 先

上 場 証 券 取 引 所
公 告 の 方 法

4月1日から翌年3月31日まで

3月31日

毎年6月
三菱UFJ信託銀行株式会社
三菱UFJ信託銀行株式会社
〒137-8081 東京都江東区東砂七丁目10番11号
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
TEL 0120−232−711（通話料無料）
東京証券取引所
電子公告により行います。ただし、電子公告によ
ることができない事故、その他やむを得ない事由
が生じた場合は、日本経済新聞に掲載して行います。
公告掲載URL　http://www.toyo-const.co.jp/

社 名
英 文 名
創 立
資 本 金
営 業 種 目

従 業 員 数

TOYO CONSTRUCTION CO., LTD.
昭和4年7月3日
14,049,367,174円
土木建築工事の請負、建設コンサルタント、土地造
成、地域・都市・海洋・資源エネルギー開発及び
環境整備、公共施設の企画、管理運営、エネルギー
供給に関する事業、不動産業、その他関連事業
1,610名（連結）

（ご注意）
1. ‌�株主様の住所変更、買取請求その他各種お手続きにつきましては、原則、口座を開いて

いる口座管理機関（証券会社等）で承ることとなっております。口座を開設している証
券会社等にお問い合わせください。株主名簿管理人（三菱UFJ信託銀行）ではお取り扱
いできませんのでご注意ください。

2. ‌�特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、三菱UFJ信託銀行が
口座管理機関となっておりますので、上記特別口座の口座管理機関（三菱UFJ信託銀行）
にお問い合わせください。なお、三菱UFJ信託銀行全国各支店にてもお取次ぎいたし
ます。

（株式事務お手続き用紙の請求）
電話（通話無料）0120−244−479（三菱UFJ信託銀行本店証券代行部）
　　　　　　　　0120−684−479（三菱UFJ信託銀行大阪証券代行部）

（三菱UFJ信託銀行のホームページからもご請求いただけます。）
インターネットアドレス　http://www.tr.mufg.jp/daikou/

ホ ー ム ペ ー ジ の ご 案 内

主要営業所（平成28年6月29日現在）

本 社

本 店

北 海 道 支 店

東 北 支 店

関 東 支 店

関 東 建 築 支 店

横 浜 支 店

北 陸 支 店

名 古 屋 支 店

大 阪 本 店

中 国 支 店

四 国 支 店

九 州 支 店

国 際 支 店

海 外 営 業 所
技 術 研 究 所

東京都江東区青海二丁目4番24号 青海フロンティアビル
〒135-0064	 ☎（03）6361－5450
大阪市中央区高麗橋四丁目1番1号 興銀ビル
〒541-0043	 ☎（06）6209－8711
札幌市中央区北5条西6丁目1番地23 第二北海道通信ビル
〒060-0005	 ☎（011）272－3711
仙台市青葉区中央二丁目9番27号 プライムスクエア広瀬通
〒980-0021	 ☎（022）222－2281
東京都江東区青海二丁目4番24号 青海フロンティアビル
〒135-0064	 ☎（03）6361－5500
東京都江東区青海二丁目4番24号 青海フロンティアビル
〒135-0064	 ☎（03）6361－5552
横浜市中区山下町25番地15 フューチャー山下町
〒231-0023	 ☎（045）212－6510
金沢市畝田東三丁目87番地
〒920-0344	 ☎（076）268－4681
名古屋市中区錦二丁目12番14号 MANHYO第一ビル
〒460-0003	 ☎（052）221－7301
大阪市中央区高麗橋四丁目1番1号 興銀ビル
〒541-0043	 ☎（06）6209－8711
広島市東区光町二丁目6番24号 光町三上ビル
〒732-0052	 ☎（082）205－5050
高松市昭和町一丁目3番5号
〒760-0014	 ☎（087）861－1184
福岡市中央区薬院三丁目3番31号 六番館
〒810-0022	 ☎（092）526－1040
東京都江東区青海二丁目4番24号 青海フロンティアビル
〒135-0064	 ☎（03）6361－5480
マニラ、ハノイ、ジャカルタ、ヤンゴン
鳴尾研究所（西宮市）、美浦研究所（茨城県稲敷郡美浦村）

表紙写真：4年の歳月をかけて完成したケニア・モンバサ
港コンテナターミナルの全景。4月25日にはコンテナ船が
入港し、コンテナターミナルの供用が始まりました。

トップ画面 IR情報

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。


